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甲賀市人権尊重のまちづくり条例 

平成 16 年 12 月 20 日　条例第 196 号

　市及び市民は、国際的な人権尊重の潮流を踏まえ、基本的人権を保障する日本国憲法及び「すべての人間は、
生れながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利について平等である。」とした世界人権宣言を基本理念とし、
部落差別をはじめ、障害者、女性、在日外国人等に対する、あらゆる差別をなくし、人権意識の高揚を図る
とともに「差別をしない、させない、許さない」世論の形成や人権尊重の社会的環境の醸成に努めるため、
この条例を制定する。

（目的）
第１条

（定義）
第２条

（市の責務）
第３条

（市民の責務）
第４条

（施策の推進）
第５条

（教育、啓発活動の充実）
第６条

（調査等の実施）
第７条

（推進体制の充実）
第８条

（審議会）
第９条

（委任）
第10条

付　則
この条例は、平成 17 年１月１日から施行する。
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この条例は、日本国憲法及び世界人権宣言を基本理念とし、市民の人権擁護と人権意識の高揚を図
り、部落差別をはじめとするあらゆる差別（以下「あらゆる差別」という。）のない、明るく住み
よい人権尊重のまちづくりに寄与することを目的とする。

この条例において「市民」とは、甲賀市に在住、勤務及び在学するすべての人をいう。

市は、第 1 条の目的を達成するため、行政すべての分野において総合的に必要な施策を積極的に推
進するとともに、市民の人権擁護と人権意識の高揚に努めるものとする。

市民は、相互に基本的人権を尊重し、あらゆる差別をしてはならない。

市は、あらゆる人権侵害をなくすために、人権尊重のために必要な施策を総合的かつ計画的に推進
するものとする。

市は、人権尊重のまちづくりのため、学校、家庭、地域、企業等の各関係機関と連携しながら、き
めこまやかな教育、啓発活動の充実に努め、あらゆる差別を許さない世論の形成や人権擁護の社会
環境の醸成を促進するものとする。

市は、施策及び啓発活動の推進のため、必要に応じ意識、実態調査等を実施するものとする。

市は、国、県及び関係機関との連絡調整を緊密に行い、市民とともに、人権尊重のまちづくりを積
極的に推進する体制の充実に努めるものとする。

市長の諮問に応じて重要事項を調査し、審議するため、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第
138 条の 4 第 3 項の規定に基づき、甲賀市人権尊重のまちづくり審議会（以下「審議会」という。）
を設置する。

この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。



甲賀市人権尊重の都
ま ち

市宣言

　わたしたち甲賀市民は、すべての人々の基本的人権が尊重され、かけがえ

のない人生をより幸せに暮らせることを願っています。

　しかしながら、社会は今なお人権侵害があとをたたないのが現実です。

　わたしたちは、日本国憲法と世界人権宣言の理念に基づき、みずから人権

意識を高め、あらゆる差別のない「あふれる愛」と希望に満ちた都
ま ち

市を築く

ため、ここに緑豊かなふるさと甲賀市を「人権尊重の都
ま ち

市」とすることを宣

言します。

平成 17 年（2005 年）12 月 19 日

甲賀市
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人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

平成 12 年 12 月 6 日　法律第 147 号

（目的）
第１条

（定義）
第２条

（基本理念）
第３条

（国の責務）
第４条

（地方公共団体の責務）
第５条

（国民の責務）
第６条

（基本計画の策定）
第７条

（年次報告）
第８条

（財政上の措置）
第９条

附　則 
（施行期日）
第１条

（見直し）
第２条 

この法律は、人権の尊重の緊要性に関する認識の高まり、社会的身分、門地、人種、信条又は性別
による不当な差別の発生等の人権侵害の現状その他人権の擁護に関する内外の情勢にかんがみ、人
権教育及び人権啓発に関する施策の推進について、国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにす
るとともに、必要な措置を定め、もって人権の擁護に資することを目的とする。 

この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動をいい、人権啓発
とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対する国民の理解を深めることを目的と
する広報その他の啓発活動（人権教育を除く。）をいう。 

国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場を
通じて、国民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解を深め、これを体得すること
ができるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採用、国民の自主性の尊重及び実施機関の中立
性の確保を旨として行われなければならない。 

国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、
人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の実情を踏まえ、人権教
育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとともに、人権が尊重される社会の実現に寄与するよう努
めなければならない。 

国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、人権教育及び人
権啓発に関する基本的な計画を策定しなければならない。 

政府は、毎年、国会に、政府が講じた人権教育及び人権啓発に関する施策についての報告を提出し
なければならない。 

国は、人権教育及び人権啓発に関する施策を実施する地方公共団体に対し、当該施策に係る事業の
委託その他の方法により、財政上の措置を講ずることができる。 

この法律は、公布の日から施行する。ただし、第八条の規定は、この法律の施行の日の属する年度
の翌年度以後に講じる人権教育及び人権啓発に関する施策について適用する。 

この法律は、この法律の施行の日から３年以内に、人権擁護施策推進法（平成８年法律第 120 号）
第３条第 2 項に基づく人権が侵害された場合における被害者の救済に関する施策の充実に関する基
本的事項についての人権擁護推進審議会の調査審議の結果をも踏まえ、見直しを行うものとする。
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性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細かな対応の実施等について

性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細かな対応の実施等について
　性同一性障害に関しては社会生活上様々な問題を抱えている状況にあり、その治療の効果を高め、社会的

な不利益を解消するため、平成 15 年、性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律（以下「法」という。）

が議員立法により制定されました。また、学校における性同一性障害に係る児童生徒への支援についての社

会の関心も高まり、その対応が求められるようになってきました。

　こうした中、文部科学省では、平成 22 年、「児童生徒が抱える問題に対しての教育相談の徹底について」

を発出し、性同一性障害に係る児童生徒については、その心情等に十分配慮した対応を要請してきました。

また、平成 26 年には、その後の全国の学校における対応の状況を調査し、様々な配慮の実例を確認してき

ました。

　このような経緯の下、性同一性障害に係る児童生徒についてのきめ細かな対応の実施に当たっての具体的

な配慮事項等を下記のとおりとりまとめました。また、この中では、悩みや不安を受け止める必要性は、性

同一性障害に係る児童生徒だけでなく、いわゆる「性的マイノリティ」とされる児童生徒全般に共通するも

のであることを明らかにしたところです。これらについては、「自殺総合対策大綱」（平成 24 年 8 月 28 日閣

議決定）を踏まえ、教職員の適切な理解を促進することが必要です。

　ついては、都道府県・指定都市教育委員会にあっては所管の学校及び域内の市区町村教育委員会等に対し

て、都道府県にあっては所轄の私立学校に対して、国立大学法人にあっては附属学校に対して、構造改革特

別区域法第 12 条第 1 項の認定を受けた地方公共団体にあっては認可した学校に対して、周知を図るとともに、

学校において適切に対応ができるよう、必要な情報提供を行うことを含め指導・助言をお願いいたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記

1．性同一性障害に係る児童生徒についての特有の支援
• 性同一性障害者とは、法においては、｢生物学的には性別が明らかであるにもかかわらず、心理的にはそれ

とは別の性別（以下 ｢他の性別｣ という。）であるとの持続的な確信をもち、かつ、自己を身体的及び社会

的に他の性別に適合させようとする意思を有する者であって、そのことについてその診断を的確に行うた

めに必要な知識及び経験を有する二人以上の医師の一般に認められている医学的知見に基づき行う診断が

一致しているもの｣ と定義されており、このような性同一性障害に係る児童生徒については、学校生活を

送る上で特有の支援が必要な場合があることから、個別の事案に応じ、児童生徒の心情等に配慮した対応

を行うこと。

（学校における支援体制について）
• 性同一性障害に係る児童生徒の支援は、最初に相談（入学等に当たって児童生徒の保護者からなされた相

談を含む。）を受けた者だけで抱え込むことなく、組織的に取り組むことが重要であり、学校内外に「サポー

トチーム」を作り、「支援委員会」（校内）やケース会議（校外）等を適時開催しながら対応を進めること。

• 教職員等の間における情報共有に当たっては、児童生徒が自身の性同一性を可能な限り秘匿しておきたい

場合があること等に留意しつつ、一方で、学校として効果的な対応を進めるためには、教職員等の間で情

報共有しチームで対応することは欠かせないことから、当事者である児童生徒やその保護者に対し、情報

を共有する意図を十分に説明・相談し理解を得つつ、対応を進めること。

平成 27 年 4 月 30 日　27 文科初児生第 3 号
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（医療機関との連携について）
• 医療機関による診断や助言は学校が専門的知見を得る重要な機会となるとともに、教職員や他の児童生徒・

保護者等に対する説明材料ともなり得るものであり、また、児童生徒が性に違和感をもつことを打ち明け

た場合であっても、当該児童生徒が適切な知識をもっているとは限らず、そもそも性同一性障害なのかそ

の他の傾向があるのかも判然としていない場合もあること等を踏まえ、学校が支援を行うに当たっては、

医療機関と連携しつつ進めることが重要であること。

• 我が国においては、性同一性障害に対応できる専門的な医療機関が多くないところであり、専門医や専門

的な医療機関については関連学会等の提供する情報を参考とすることも考えられること。

• 医療機関との連携に当たっては、当事者である児童生徒や保護者の意向を踏まえることが原則であるが、

当事者である児童生徒や保護者の同意が得られない場合、具体的な個人情報に関連しない範囲で一般的な

助言を受けることは考えられること。

（学校生活の各場面での支援について）
• 全国の学校では学校生活での各場面における支援として別紙に示すような取組が行われてきたところであ

り、学校における性同一性障害に係る児童生徒への対応を行うに当たって参考とされたいこと。

• 学校においては、性同一性障害に係る児童生徒への配慮と、他の児童生徒への配慮との均衡を取りながら

支援を進めることが重要であること。

• 性同一性障害に係る児童生徒が求める支援は、当該児童生徒が有する違和感の強弱等に応じ様々であり、

また、当該違和感は成長に従い減ずることも含め変動があり得るものとされていることから、学校として

先入観をもたず、その時々の児童生徒の状況等に応じた支援を行うことが必要であること。

• 他の児童生徒や保護者との情報の共有は、当事者である児童生徒や保護者の意向等を踏まえ、個別の事情

に応じて進める必要があること。

• 医療機関を受診して性同一性障害の診断がなされない場合であっても、児童生徒の悩みや不安に寄り添い

支援していく観点から、医療機関との相談の状況、児童生徒や保護者の意向等を踏まえつつ、支援を行う

ことは可能であること。

（卒業証明書等について）
• 指導要録の記載については学齢簿の記載に基づき行いつつ、卒業後に法に基づく戸籍上の性別の変更等を

行った者から卒業証明書等の発行を求められた場合は、戸籍を確認した上で、当該者が不利益を被らない

よう適切に対応すること。

（当事者である児童生徒の保護者との関係について）
• 保護者が、その子供の性同一性に関する悩みや不安等を受容している場合は、学校と保護者とが緊密に連

携しながら支援を進めることが必要であること。保護者が受容していない場合にあっては、学校における

児童生徒の悩みや不安を軽減し問題行動の未然防止等を進めることを目的として、保護者と十分話し合い

可能な支援を行っていくことが考えられること。

（教育委員会等による支援について）
• 教職員の資質向上の取組としては、人権教育担当者や生徒指導担当者、養護教諭を対象とした研修等の活

用が考えられること。また、学校の管理職についても研修等を通じ適切な理解を進めるとともに、学校医

やスクールカウンセラーの研修等で性同一性障害等を取り上げることも重要であること。

• 性同一性障害に係る児童生徒やその保護者から学校に対して相談が寄せられた際は、教育委員会として、

例えば、学校における体制整備や支援の状況を聞き取り、必要に応じ医療機関等とも相談しつつ、「サポー

トチーム」の設置等の適切な助言等を行っていくこと。
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（その他留意点について）
• 以上の内容は、画一的な対応を求める趣旨ではなく、個別の事例における学校や家庭の状況等に応じた取

組を進める必要があること。

2．性同一性障害に係る児童生徒や「性的マイノリティ」とされる児童生徒に対する相談体制等の充実
• 学級・ホームルームにおいては、いかなる理由でもいじめや差別を許さない適切な生徒指導・人権教育等

を推進することが、悩みや不安を抱える児童生徒に対する支援の土台となること。

• 教職員としては、悩みや不安を抱える児童生徒の良き理解者となるよう努めることは当然であり、このよ

うな悩みや不安を受け止めることの必要性は、性同一性障害に係る児童生徒だけでなく、「性的マイノリ

ティ」とされる児童生徒全般に共通するものであること。

• 性同一性障害に係る児童生徒や「性的マイノリティ」とされる児童生徒は、自身のそうした状態を秘匿し

ておきたい場合があること等を踏まえつつ、学校においては、日頃より児童生徒が相談しやすい環境を整

えていくことが望まれること。このため、まず教職員自身が性同一性障害や「性的マイノリティ」全般に

ついての心ない言動を慎むことはもちろん、例えば、ある児童生徒が、その戸籍上の性別によく見られる

服装や髪型等としていない場合、性同一性障害等を理由としている可能性を考慮し、そのことを一方的に

否定したり揶
や ゆ

揄したりしないこと等が考えられること。

• 教職員が児童生徒から相談を受けた際は、当該児童生徒からの信頼を踏まえつつ、まずは悩みや不安を聞

く姿勢を示すことが重要であること。

＜別 紙＞　性同一性障害に係る児童生徒に対する学校における支援の事例

項 目 学校における支援の事例

服 装 • 自認する性別の制服・衣服や、体操着の着用を認める。

髪 型 • 標準より長い髪型を一定の範囲で認める（戸籍上男性）。

更 衣 室 • 保健室・多目的トイレ等の利用を認める。

ト イ レ • 職員トイレ・多目的トイレの利用を認める。

呼 称 の 工 夫
• 校内文書（通知表を含む。）を児童生徒が希望する呼称で記す。
•自認する性別として名簿上扱う。

授 業 • 体育又は保健体育において別メニューを設定する。

水 泳
• 上半身が隠れる水着の着用を認める（戸籍上男性）。
• 補習として別日に実施、又はレポート提出で代替する。

運動部の活動 • 自認する性別に係る活動への参加を認める。

修 学 旅 行 等 • １人部屋の使用を認める。入浴時間をずらす。
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在日韓国・朝鮮人児童生徒に関する指導指針

はじめに

　21 世紀を目前にして国際化が進む中で、すべての人々が共に生き、共に発展していく社会を創造するこ

とは人類共通の願いである。また、人はみな、生まれながらにして自由であり、尊厳と権利において平等で

あって、いかなる差別もなく、法の下に平等な権利を有している。これは、人類普遍の原理でもある。

　本県の各学校においては、人権尊重の精神に基づき、個性と人格の尊重を基盤に、知・徳・体の調和のと

れた、心豊かでたくましい人間形成を目指すとともに、外国の文化や伝統を尊重し、外国の人々と協調する

態度を身に付け、国際社会の中で信頼される人間の育成が推進されているところである。

　人権尊重の教育については、差別の不合理を明確に把握し、人権尊重の精神を具現する実践的態度にまで

高める取組みを進めるとともに、学校の教育活動を通じて、同和問題をはじめ、障害者問題、在日外国人問題、

男女平等の問題等あらゆる人権問題に目を向け、その課題解決のための教育活動を積極的におし進めている

ところである。

　しかしながら、在日外国人の中でも多くを占める在日韓国・朝鮮人については、近代以降の日本と朝鮮半

島をめぐる歴史的経緯の下で生み出されてきた民族的偏見や差別が根強く存在している。このことが、児童

生徒の在日韓国・朝鮮人に対する意識形成や態度に影響を与えるとともに、在日韓国・朝鮮人児童生徒にとっ

ても自ら本名を名乗れないまま生活を送らざるを得ない状況をもたらしている。

　これらの課題を解決するためには、児童生徒が在日韓国・朝鮮人問題を正しく理解し、偏見や差別をなく

すように努めるとともに、すべての児童生徒が互いに理解を深め、人権を尊重し合うとともに、在日韓国・

朝鮮人児童生徒が安定した学校生活を送ることができるよう指導に努めることが大切である。

　現在、我が国で暮らす韓国・朝鮮人の多くは、1910 年の韓国併合後の植民地政策によって土地を奪われ、

祖国を離れ、日本に住むことを余儀なくされた人々とその二世、三世、四世である。

　1945年の第二次世界大戦の終結によって、在日韓国・朝鮮人の中には、帰国した人々もあったが、約68万人

の人々が祖国に生活基盤がえられない等の理由で我が国に引き続き在住せざるを得なくなり、その結果、多く

の児童生徒が日本の学校で学ぶようになったことなど、歴史的な事実をしっかり認識させることが大切である。

　現在、韓国・朝鮮人の多くが日本に居住している事実は、日本の植民地政策の結果である。こうした人々

の多くは、戦後も民族の文化や歴史等を学ぶ機会が少なく、また、就職等で様々な差別を受けたりしたため

に、自分の母国や民族を隠したりして、本名が名乗りにくい状況にある。

　このような中で、児童生徒が在日韓国・朝鮮人についての正しい知識を身に付け、理解を深めることは、

在日韓国・朝鮮人に対する偏見や差別をなくしていく上できわめて重要なことである。

　朝鮮半島は、古代から現在に至るまで我が国と最もかかわりの深い地域のひとつである。古くから日本に

多くの影響をあたえ、農耕や青銅器等の技術の他、漢字、仏教、儒教なども渡来人によって伝えられ、我が

滋賀県教育委員会
平成 9 年 5 月

１．在日韓国・朝鮮人児童生徒が、我が国の学校に在籍している歴史的な経緯や社会的な背景を正しく認識
させる。

２．朝鮮半島の文化や歴史についての理解を深め、在日韓国・朝鮮人に対する偏見や差別をなくすことに努
め、人権尊重の精神と豊かな国際感覚を備えた人間の育成に努める。
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国の文化の発展に重要な役割を果たしてきた。

　県内にも、朝鮮半島から渡来し、優れた技術をもたらした人々の足跡を知ることができる遺物が多くあり、

また、朝鮮半島とのつながりを示す地名も各地に残っている。これらのことをはじめとして、中世から現代

における日本と韓国・朝鮮の政治、経済、文化等の関係についても正しく理解させることが大切である。

　また、すべての児童生徒が朝鮮半島の文化や歴史を学ぶことによって、在日韓国・朝鮮人に対する偏見や

差別をなくしていくことが重要である。

　日本社会に存在する外国人に対する差別意識の背景には、異質なものを排除しようとする日本人の意識が

ある。今後、国際化がますます進む中で教育に求められるのは、異なる価値観や行動様式への理解と受容の

精神であり、民族の違いをこえて相互に人間として尊重し合う、豊かな人間性と国際感覚を備えた児童生徒

の育成である。

　朝鮮半島の文化や歴史への理解を深め、生活や習慣の相違を認め合うとともに互いに尊重し合う態度を育

てることが大切である。このことによって、国際社会の中で信頼される人間として成長することになる。

　本県には、現在、約 7,700 人の在日韓国・朝鮮の人々が在住しており、ほとんどの児童生徒は県内の公立

学校に在籍している。また、一部の児童生徒は民族学校へ通学している状況にある。

　各学校においては、在日韓国・朝鮮人の児童生徒のおかれている状況の把握に努め、その理解を深めると

ともに、これらの児童生徒が自らの誇りと自覚を高めることができるよう、教育活動全般にわたって適切な

指導を行うことが必要である。そのためには、特に児童生徒が互いの人権を尊重し、相互の存在を認め合い、

共に学ぶ温かい仲間づくりができるよう指導に努めることが大切である。

　なお、本県の学校にも少ない数ではあるが本名で通学している児童生徒がいる。在日韓国・朝鮮人児童生

徒が、自らの誇りと自覚の上に立って、本名を使用することは有意義なことである。

　その際、本人および保護者の意向や考え方を十分尊重することが大切であり、また、他の児童生徒にもそ

れが理解できるよう、きめ細かな配慮が必要である。

　特に、在日韓国・朝鮮人児童生徒に関する指導を進めるに当たっては、すべての児童生徒が、習慣や文化

の違いをこえて、互いに相手の立場を認め合い、共に生きていくことの大切さを学べるよう日頃の教育実践

に努めることが重要である。

　各学校においては、在日韓国・朝鮮人児童生徒一人ひとりが、学習への意欲を高め、目的意識を持って主

体的に学習する態度を育てることが必要である。また、在日韓国・朝鮮人児童生徒が日本社会における偏見

や差別を克服し、自己実現が図れるよう進路指導の充実に努めることが大切である。

　今日、在日韓国・朝鮮人生徒の就職については、平等の精神にのっとった人権意識の高揚や国家間の相互

依存関係の進展、さらには社会の国際化等を反映して、改善されている面も見受けられるが、まだ完全に門

戸が開かれているとは言い難い状況にある。

　この現実を踏まえ、各学校においては、学級担任や進路指導担当教員を中心に在日韓国・朝鮮人の雇用、

就職問題等について研修を深めるとともに、公共職業安定所や企業等とのより緊密な連携に努めることが重

要である。

３．在日韓国・朝鮮人児童生徒の把握に努めるとともに、これらの児童生徒が偏見や差別に打ち勝ち、自ら
の誇りと自覚をもち、力強く生き抜くよう指導に努める。

４．在日韓国・朝鮮人児童生徒が将来の進路を自ら選択し、自己実現を図ることができるよう進路指導の充
実に努める。
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　在日韓国・朝鮮人問題については、教職員自らがその重要性を認識し、朝鮮半島の文化や歴史に対する正

しい理解を深めるとともに、韓国・朝鮮人が我が国に居住するにいたった歴史的経緯をしっかりと認識する

ことが大切である。また、自ら研鑽に努め、人権尊重の精神を基盤に、在日韓国・朝鮮人に対する差別を許

さない態度を形成していくことが重要である。

　各学校においては、在日韓国・朝鮮人児童生徒に関する指導を適切に行うため、指導内容や方法等につい

て教職員研修の一層の充実に努めることが大切である。また、必要な資料や研究図書の収集、教材の開発等

を行い、教職員の指導力の向上を図ることが必要である。

在日韓国・朝鮮人児童生徒に関わる就学事務等の取扱いについて

１．在日韓国・朝鮮人児童生徒の公立学校への受入れについて
　平成 3 年 1 月 30 日の文部省初等中等局長通知「日本国に居住する大韓民国国民の法的地位及び待遇に関

する協議における教育関係事項の実施について（通知）」（「文初高第 69 号」参照）によって、すべての市町

村教育委員会においては、公立の義務教育諸学校への入学を希望する在日韓国・朝鮮人児童生徒がその機会

を逸することのないよう、学校教育法施行令第 5 条第 1 項の就学予定者に相当する年齢の在日韓国・朝鮮人

児童生徒の保護者に対して、入学に関する事項を記載した案内を発給することとなっている。

　また、このことは、在日韓国・朝鮮人以外の日本人に居住する日本国籍を有しない者についても、同様の

取扱いをすることになっている。

２．在日韓国・朝鮮人児童生徒氏名の指導要録への記入について
　児童生徒指導要録の記入および取扱いについては、小・中学校においては「小学校児童指導要録記入の手

引き」「中学校指導要録記入の手引き」に明示されているとおりであるが、「学籍の記録」については、原則

として学齢簿の記載に基づき、学年当初および異動の生じたときに記入することになっている。

　高等学校については、「滋賀県高等学校生徒指導要録（様式・記入上の注意・取扱い上の注意）」において、

原則として住民票の記載に基づき記入することとなっているが、中学校から送付される「指導要録の抄本」

または「指導要録の原本の写し」に基づき記入するものとする。

　（１）児童生徒の氏名

　　　小・中学校　　学齢簿に記載されているとおりに記入する。

　　　高　等　学　校　　原則として「指導要録の抄本」または「指導要録の原本の写し」の記載に基づき記入する。

　　　※通称名を持つ児童生徒については、便宜上、本名の下に括弧書きで記入する。

　（２）氏名のふりがな

　　　氏名のふりがなは、できるだけ母国語に近い読み方で記入する。

３．卒業証書の記入について
　卒業証書は、卒業証書授与台帳（卒業証書授与録）により作成され、卒業証書授与台帳（卒業証書授与録）

には、児童生徒指導要録に基づいて本名が記載される。したがって、卒業証書には、原則として本名を記入

することになるが、卒業式での呼称も含めて、保護者や本人とよく相談し合って、ただ単に形式的に扱わな

いように十分配慮する必要がある。

滋賀県教育委員会事務局学校教育課

５．在日韓国・朝鮮人児童生徒に関する指導を一層深めるために、教職員研修を充実させ、教職員の指導力
の向上を図る。
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資料　49

外国人児童生徒に関する指導指針

はじめに

　今日の社会は、情報化が進む中で、経済、文化等のさまざまな面で国際交流が進展し、日本と世界の国々と

の関係は一段と緊密になっている。

　このように、国際化が進展する中で、絶えず国際社会に生きているという広い視野を持つことは、ますます

重要となっている。また、国際化の進展は、人と人との相互理解・相互交流も促進しており、その意味で、教

育の果たす役割はますます重要なものとなっている。

　日本においては、平成２年（1990 年）に「出入国管理及び難民認定法」が改正され、本県に在住する外国

人も南米国籍の日系人を中心に急激に増加している。

　平成 16 年（2004 年）９月の文部科学省の調査によれば、県内在住のブラジルやペルーをはじめとする日本

語指導が必要な外国人児童生徒の在籍比率は、全国的にみても高くなっている。

　これらの外国人児童生徒については、日本の生活習慣や学校生活に円滑に適応したり、教科の学習を行うう

えで必要な日本語能力の速やかな習得を図るため、効果的な日本語指導等を行うことが必要となっている。

　県教育委員会は、すべての児童生徒が国際化の進展に対応できる広い視野を持ち、互いを認め合い、ともに

生きようとする資質や能力を育成するため、ここに「外国人児童生徒に関する指導指針」を作成する。

　国際理解教育においては、すべての児童生徒が、国際社会に生きる人間として望ましい能力や態度を持ち、

外国人の有する文化に対する理解を深めたり、異なる文化を持つ人々とともに協調して生きていくことがで

きるよう、支援していく必要がある。また、互いの人格を認め合い、励まし合って生きていく態度を育成す

ることが重要である。

　このことから、外国人児童生徒を含むすべての児童生徒に対し、人間の尊厳を大切にした教育を推進する

とともに、豊かな人間性や国際感覚をはぐくみ、自己のあり方に自信を持ち、豊かに生きていくことができ

るよう、支援することが大切である。

　国際理解教育の推進にあたっては、市町教育委員会と連携を図りながら、個々の児童生徒の実態を十分把

握し、一部の教職員に偏ることなく、全校による指導体制の確立に努めることが大切である。

　一方、外国人児童生徒においては、日本語能力が不十分であったり、生活習慣の違いがあることなどから

人間関係がうまくいかないことや、学校の授業が十分に理解できないこともある。

　このようなことから、在籍する外国人児童生徒には、日本語の指導や学校生活への適応指導について配慮

することが重要である。

　そのため、県教育委員会としては、これまでも日本語指導が必要な外国人児童生徒への対応として、非常

勤講師の派遣や加配教員の配置を行ってきているところである。各学校においては、教科に関する学習内容

については、個に応じた指導内容となるよう、指導方法の工夫に努めることが大切である。

また、児童生徒や保護者の状況に応じて、日本語が理解できる外国人児童生徒の保護者や母語を使用するこ

とのできる地域の人材等の協力を得ることも大切である。

滋賀県教育委員会
平成 17年（2005年）７月

１．国際理解教育の推進



　外国人児童生徒の進路指導については、本人およびその保護者に日本の教育制度についての理解を図る必

要がある。進路選択に必要な情報を提供し、それぞれの児童生徒が将来への展望を持ち、自らの生活設計に

ついて考えることができるよう、十分に進路相談等を行うことが大切である。

　また、外国人児童生徒一人ひとりが、目的意識を持って主体的に学習する態度を育てるために、受入れ時

の段階から、滞日予定期間を踏まえての将来への展望、保護者の考え等の把握に努め、外国人児童生徒の進

路指導の充実に努めることが大切である。

　さらに、日ごろから教職員が外国人児童生徒との意思疎通を図り、本人およびその保護者の願いや悩み等

の掌握に努めるとともに、小・中学校、高等学校等が連携を図り、指導することが重要である。

　外国人児童生徒への指導を充実するためには、それぞれの教職員が外国人児童生徒に対する認識を深め、

指導に関する資質を向上させることが必要である。

　また、外国人児童生徒とのかかわりを深め、その保護者との連携を密にとることなどを通して、それぞれ

の外国人児童生徒を取り巻く状況を十分に把握することが大切である。

　外国人児童生徒に関する全校的な指導を適切に行うために、指導内容や指導方法等についての校内研修や

授業研究を計画的に実施するとともに、指導に必要な資料や研究図書の収集と活用に努めることが大切であ

る。

　また、文部科学省の「就学ガイドブック」や県教育委員会の「架け橋（学校連絡文書の翻訳集）」および「外

国人児童生徒教育実践事例集」を活用した研修に努めることも必要である。

　さらに、必要に応じて、母語を使用することのできる地域の人材等の協力を得て、外国人児童生徒への日

本語指導や学力向上、生活適応指導等に関する教職員の指導力の向上に努めることも大切である。

２．進路指導の充実

３．教職員研修の充実
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人権に関わる主な国際条約と日本国内の法整備

資料　51

世　　界 国　　内

Ｓ20（1945）
国際連合憲章
ユネスコ憲章

Ｓ21（1946） 日本国憲法

Ｓ23（1948） 世界人権宣言（国連） 民法改正

Ｓ26（1951） 難民条約

Ｓ27（1952） 婦人参政権に関する条約

Ｓ35（1960） 身体障害者の雇用の促進等に関する法律

Ｓ40（1965）
あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国
際条約 同和対策審議会答申（同対審答申）

Ｓ41（1966） 国際人権規約

Ｓ42（1967） 難民の地位に関する条約

Ｓ44（1969） 同和対策事業特別措置法（同対法）

Ｓ54（1979）
女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に
関する条約

Ｓ55（1980） 犯罪被害者等給付金支給法

Ｓ56（1981） 国際障害者年

Ｓ57（1982） 地域改善対策特別措置法（地対法）

Ｓ61（1986） 国際平和年 男女雇用機会均等法

Ｓ62（1987）
地域改善対策特定事業に係る国の財政上の
特別措置に関する法律（地対財特法）

H元（1989）
児童の権利に関する条約
発展の権利宣言

出入国管理及び難民認定法の一部改正
エイズ予防法

H２（1990） 教育世界宣言、国際識字年

H３（1991） こどものための世界宣言 育児・介護休業法

H４（1992）
国民的または種族的、宗教的及び言語的少数
者に属するものの権利に関する宣言

H５（1993）

世界の先住民のための国際年
女性に対する暴力の撤廃に関する宣言
国連・障害者の十年

障害者福祉基本法



世　　界 国　　内

H６（1994）
ハートビル法
男女雇用機会均等法の改正

H７（1995） 人権教育のための国連 10 年
「人権教育のための国連 10 年」に関する国
内行動計画
育児・介護休業法、高齢社会対策基本法

H８（1996） 貧困撲滅のための国際年
人権擁護施策推進法
らい予防法の廃止に関する法律
交通バリアフリー法

H９（1997）
アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に
関する知識の普及及び啓発に関する法律

H11（1999） 最悪の形態の児童労働条約　国際高齢者年 男女共同参画社会基本法

H12（2000） 平和の文化のための国際年
児童虐待防止法
出入国管理及び難民認定法の一部改正
人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

H14（2002）
「人権教育・啓発に関する基本計画」策定
ホームレス自立支援法

H15（2003） 国連識字の 10 年〔万人のための教育〕 個人情報保護法・性同一性障害者の性別の取
扱の特例に関する法律

H16（2004） 犯罪被害者等基本法

H17（2005）
国連「人権教育のための世界計画」（第 1 段階）
障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）

発達障害者支援法
高齢者虐待防止法

H18（2006）

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に
関する法律（バリアフリー新法）
障害者自立支援法

H19（2007） 先住民族の権利に関する国連宣言 児童虐待防止法改正

H21（2009） 国際和解年 ハンセン病問題基本法

H22（2010） 国連「人権教育のための世界計画」（第2段階）

H23（2011）
障害者虐待防止法
人権教育・啓発に関する基本計画一部変更

H25（2013） いじめ防止対策推進法

H26（2014） 子どもの貧困対策の推進に関する法律

H27（2015） 国連「人権教育のための世界計画」（第3段階）

H28（2016）

障害を理由とする差別の解消の推進に関す
る法律
本邦外出身者に対する不当な差別的言動の
解消に向けた取組の推進に関する法律
部落差別の解消の推進に関する法律
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用 語 解 説

人権文化「a universal culture of human rights（人権という普遍的文化）」（P.6）

すべての人が、相互に人権の意義及びその尊重と共存の重要性について、理性・感性の両面から理

解を深めるとともに、自分の人権と同様に他人の人権をも尊重するという行動様式が社会の隅々ま

で浸透している状況。

自尊感情「self-esteem（セルフエスティーム）」（P.10）
長所も短所も含めて自分をかけがえのない存在、価値ある存在と感じること。自己有用感とも訳さ

れている。

エンパワメント「empowerment」（P.12）

自分らしい生き方の一つ。個人や集団が自らの生活への統御感を獲得し、組織的、社会的、構造に

外郭的な影響を与えるようになることであると定義される。日本では能力開化や権限付与とも言う。

エンパワメントの考え方は、保健医療福祉、教育、企業などでも広く用いられており、広義のエン

パワメント（湧活）とは、人びとに夢や希望を与え、勇気づけ、人が本来持っているすばらしい、

生きる力を湧き出させることと定義されている。

アサーション「assertion」（P.13）
より良い人間関係を構築するためのコミュニケーションスキルの一つ。「人は誰でも自分の意見や要

求を表明する権利がある」との立場に基づく適切な自己主張のこと。

セクシュアルマイノリティ「sexual minority」（P.15）
セクシュアルマイノリティとは、現在の社会のなかで多くの人々が「これが当たり前」とか「こう

あるべき」だと思われている「性のあり方」に当てはまらない人たちのことを指す総称。

わたしたちの社会の中には「性のあり方」をめぐる、さまざまな性別・役割規範がある。それは「こ

の社会には男と女しかいない、そしてそれは身体の性別で生まれつき定められている」ということや、

「人は誰しも異性を好きになるものだ」というものである。これらの規範からはずれている人たちに

対して、「良くない」「そうあるべきでない」「自然でない」などといったレッテルを貼り、それによ

りセクシュアルマイノリティの人たちは生きづらさを感じている。

「性のあり方」の考え方は、個人の尊厳に根本的に関わってくる問題として、目を向ける姿勢が大切

である。



ジェンダー「gender」（P.15）

男らしさ、女らしさなどに代表される社会的、文化的につくられた性のありようをジェンダーといい、

生物学的な性（セックス）と区別して用いる。

男女共同参画社会（P.15）
男女が社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画す

る機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することが

でき、かつ、ともに責任を担うべき社会。「男女共同参画社会基本法」（1999 年公布）より

児童の権利に関する条約（P.16）

1989 年（平成元年）の国連総会で採択された条約。18 歳未満すべての人を対象とし、差別の禁止、生存・

発達の権利、子どもの最善の利益を優先すること、意見表明権や表現の自由、教育への権利、虐待

や放任からの保護、プライバシーの保護など、子どもの幅広い権利を認めている。わが国では 1994

年（平成 6 年）に批准。

社会的障壁（P.18）
障害者基本法 (2 条 2) によると、「社会的障壁」とは ｢障がいがある者にとって日常生活又は社会生

活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その 他一切のもの｣ を言う。

＜例＞ 	１．物理的な障壁（交通機関、建築物等における）

	 ２．制度的な障壁（資格制限等における）

	 ３．文化・情報面の障壁（点字や手話サービスの欠如における）

	 ４．意識上の障壁（心の壁など）

54　資料

多文化共生社会（P.20）

民族、人種、国籍、言動などに関わらず、すべての人が一人の人として尊重され、多様な文化が共

存し人々が理解しあう調和した社会のこと。
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『人権教育推進プラン』『人権教育推進プラン＜改訂版＞』	 滋賀県教育委員会

『子どもが輝くとき PART2』 	 滋賀県教育委員会

『同和施策・人権施策の法整備流れ図』	 滋賀県教育委員会

『道標～学校・園における人権教育基底プラン』	 甲賀市教育委員会 水口ブロック人権・同和教育主任会

『こうかの人権・同和教育～甲賀町校園人権・同和教育基本プラン～』	 甲賀町教育委員会

『甲南町人権教育実践事例集』 	 甲南町教育委員会

『つちやまの同和教育 同和教育に関する基底プラン』	 土山町教育委員会

『信楽町学校・園の人権・同和教育指針』	 信楽町教育委員会

『解説と実践　人権教育のための世界プログラム』	 平沢安政（解放出版社）

『人権ブックレット 49　今人権教育が変わる』 	  森　　実（解放出版社）

『部落問題・人権事典』 	 部落解放・人権研究所（解放出版社）

『多様性トレーニングガイド』『エンパワメントと人権』	 森田ゆり（解放出版社）

『平成 28 年度 4 月 1 日から障害者差別解消法がスタートします（パンフレット）』	 内閣府

『じんけんスキルブック』	 兵庫県人権・同和教育研究協議会

『人事労務用語辞典』 	 （日本の人事部）

『人権尊重をしっているからしているへ』	 2016 甲賀市人権啓発教材集

『アサーションの心』 	  平木典子（朝日新聞出版）

『カウンセラーのための心理学人名辞典ブログ』	 （ウォルピ心理学人名辞典）

『子どもの自尊感情をどう育てるか』	 近藤　卓（ほんの森出版）

【引用・参考文献】
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地域の願い・実態 子どもの願い・実態

地域へ家庭へ

おわりに

　甲賀市では、2007年3月に策定した「甲賀の人権教育基底プラン」をもとに、学校・園における
人権教育の系統的・継続的・発展的な取り組みを推進してきました。
　「甲賀の人権教育基底プラン改訂版」では、改定の重点として、普遍的な視点からのアプローチ
の内容の中から「自尊感情」「自分らしい生き方」「コミュニケーション能力」について、取り組む
意義とねらい・ポイントをまとめました。また、人権尊重の視点からの学校・園づくりを通して
育てたい資質・能力について、それぞれの段階におけるつけたい力を示しました。
　子どもたちが一人ひとり本来持っている力を最大限に発揮し、互いに認め合い、誰もが幸せを
感じる人権文化を根付かせる未来の担い手となってくれるよう、人権教育を進めていきたいと思
います。
　策定および改訂に関わっていただいた先生方や関係者の皆様、大変ありがとうございました。


